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医・歯学生で考える災害保健医療

災害時の歯科保健医療の課題は？

歯科診療所の稼働
（移動困難による通院困難）

自治体（保健所・保健センター）
の体制
業務委託先の体制
（移動困難による参加困難）
口腔健康管理が困難

水、洗口所、口腔ケア用品、意欲
病院や施設における環境が整わない
水、口腔ケア用品、スタッフ
口腔機能が維持しにくくなる
運動量、会話量

個人の口腔衛生管理環境が整わない

歯科保健提供体制の
縮小・崩壊

歯科医療提供体制の
縮小・崩壊

災害時の義歯喪失の食事や会話への影響

Yukihiro Sato et. al., Impact of Loss of Removable Dentures on Oral Health after the Great East Japan Earthquake: 

A Retrospective Cohort Study. Journal of Prosthodontics, 2014 Sep 14. doi: 10.1111/jopr.12210.

話せない

笑えない

イライラする

楽しめない

食べられない

東日本大震災後の沿岸被災地域の調査において
震災前から義歯を利用していた人758人 17.3%（131 人）

義歯を
喪失した

義歯を使用しているが喪失しなかった
82.7%（627 人）



震災被害で歯を失うリスク8％増加
～東日本大震災前後の被災者のデータ分析より～

Matsuyama Y, Aida J, Tsuboya T, Hikichi H, Kondo K, Kawachi I, Osaka K. Are lowered socioeconomic circumstances causally related tooth loss? 

A natural experiment involving the 2011 Great East Japan Earthquake. American Journal of Epidemiology 2017

東日本大震災で大きな被害を受けた宮城県岩沼市に住む、65歳以上高齢者3,039人

の震災前後の追跡調査データを分析し、震災の被害と歯の健康について研究した結果、

震災被害が大きい群で歯の喪失が多いという関連が見られました。経済
状況の悪化は歯の喪失リスクを8.1% （95% CI: 0.5, 15.7）、家屋の被害は歯

の喪失リスクを1.7%（95% CI: 0.2, 3.3） (*1)増加させていました。
被災者はうつやPTSDなどの精神的健康のみならず、口腔の健康も悪化しやすいこと

が明らかになりました。

肺炎の発生率は、3ヵ月間有意に増加
最大の増加を示したのは震災後2週間

• 90%は65歳以上の高齢者

• 避難所・介護施設からの入院患者数が多かった

• 死亡率は、介護施設からの入院は45％！
Daito H, et. al., Impact of the Tohoku earthquake and tsunami on pneumonia hospitalisations and mortality among adults in 

northern Miyagi, Japan: a multicentre observational study. Thorax. 2013 Jun;68(6):544-50. doi: 10.1136

5.7倍

8.9倍死亡入院

地震は肺炎による死亡のリスクを増加させる
津波はそのリスクをさらに増加させる

Shibata Y, Ojima T, Tomata Y, et al. Characteristics of pneumonia deaths after an earthquake and tsunami: an ecological study of 5.7 million 

participants in 131 municipalities, Japan. BMJ Open. 2016 Feb 23;6(2):e009190

• 岩手・宮城・福島県の全131自治体における2010–2012の住民調査を使用
• 岩手・宮城・福島県における肺炎による死亡数は地震後3県において増加

100未満が120へ 50未満が90へ

内陸93自治体 沿岸38自治体

前後1年の肺炎死数

• 1年後の肺炎による死亡数は、1年前のも
のに比べて1.14倍

標準化死亡比

• 第1週目から第12週目にかけ
て、有意に増加。2週目から4

週目は、沿岸部自治体におい
て2倍に近く高かった。

• 2週目における標準化死亡比
は沿岸部自治体2.49 (95% CI 

2.02 to 7.64)、内陸部自治体
1.48 (95% CI 1.24 to 2.61),で

あった。沿岸部自治体の標準
化死亡比は内陸部よりも高
かった。

震災関連死因、呼吸器・循環器系疾患が５割超
2017/9/26 21:55
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災害関連疾病の予防を目的とした災害時
要配慮者等に対する健康支援活動が重要

呼吸器疾患＝災害関連死の30％

避難所の歯科保健の重要性，地域保健，2022年7月号，P36より改変

医科
看護
薬事
精神

歯科

栄養栄養

リハ

糖尿病・高血圧の悪化 口腔ケアの不備

（不顕性）誤嚥しやすくなる

免疫低下・低栄養

誤嚥性肺炎の発症

義歯紛失・不調

摂食困難な食事

運動不足 廃用

口腔内細菌の増加

服薬・食事・運動療法困難で

無症候性脳梗塞発症・増悪

脱水

災害時の環境： ライフライン不備、食糧・水不足、睡眠・トイレ不足

ストレス

医科・歯科
リハ・栄養
介護・福祉

行政・保健所

連携が必要！

災害歯科保健医療標準テキスト，P79，一世出版，東京，2021

災害時の歯科の活動
応急歯科診療 口腔ケア

パ

歯科保健活動
（口腔清掃の啓発・指導／口腔ケア／口腔機能・健康管理）

応急歯科診療

歯科の新常識 「災害時の歯科活動」，LION Dent.File vol.57, 2025May

日本災害時公衆衛生歯科研究会HPに転載許可を得て転載 https://jsdphd.umin.jp/forcitizens.html

口腔健康管理/口腔機能管理

口腔ケア 口腔体操

肺炎/続発症予防・適切な栄養摂取

歯科疾患の予防

口腔内の感染症の予防

適切な咀嚼/摂食/嚥下
機能維持

口腔内細菌 増殖予防 唾液分泌量/筋力維持

(適切な栄養摂取可な状態)

歯科治療

口腔健康/機能管理 しっかり噛んで
飲み込める！

清潔を保って
疾病予防！

【寄稿】能登半島地震による被災者の口腔への影響と，地域で連携した「食べる」支援の継続
2025.04.08 医学界新聞：第3572号，https://www.igaku-shoin.co.jp/paper/archive/y2025/3572_05



連携対象役割

個人識別
への協力

歯科医療
活動

歯科保健
活動

災害時の口腔保健，口腔保健・予防歯科学（第2版），P315，医歯薬出版，東京，2023

犠牲者

歯・口腔の健康問題を抱える人
痛みのある人
義歯破損・不適合の人
通院中だった人

歯・口腔の健康問題のない人
特に重要なのは要配慮者
高齢者（摂食・嚥下障害）
有病者（糖尿病など）
乳幼児・小児 など

災害拠点病院
DMAT / JMAT

日本赤十字社

災害医療コーディ
ネーター など

警察
海上保安庁
監察医 など

自治体／保健所
保健センター
地域の事業所

地域包括支援セン
ター など

歯科診療所

へのアクセ
スが無い

大きな

人口集団が
発生

災害時の歯科の役割

これらの支援を通じて、被災した地域が日常を取り戻すためのお手伝

いをさせていただきます。歯や口に関することで、お困りのことやご希望

がありましたら、遠慮なくご相談ください。歯みがき用品の提供を含め、

全て無料です。

を、おひとりおひとりの状態にあわせてご紹介・ご説
明し、必要な歯みがき用品をご提供します。

災害時のお口のケアが、肺炎などのからだの病気
を予防することなども、あわせてお伝えします。

• お水が少ない時の歯みがきの工夫
• お口が乾きやすい時のマッサージ方法

皆さんがお集まりの場所
で、歯や口からの健康の保
ち方をご説明したり、お口
の体操をしたりします。

• お口の体操
• 歯や口と健康 講和

近隣の歯科診療所が再開する
までの間、痛みをとる、食べやすく
する、などの応急治療を行います。

• 歯が痛い、口内炎ができた
• 入れ歯が痛い、ゆるい
• 歯の詰め物がとれた
• 食事が食べにくい、むせる

• JDAT (日本災害歯科支援チーム)は、歯科医師・歯科衛生士・
歯科技工士などによるチームです。

• 避難所や高齢者施設等において、応急歯科治療や口腔衛生
の確保・口腔機能の維持をサポートします。

地域の歯科診療所の再開
状況にあわせて、治療が必
要な方を診療所に繋ぎます。

歯科保健活動
【集団】

お口の
健康づくり歯や口のお困りごとなどを確認し、

災害時の生活における工夫の仕方

地域の歯科医療
提供体制の再構築

歯科相談
応急歯科治療

災害歯研 Ver1.2（202504）

＜連絡先＞ ＊＊歯科医師会 ＊＊＊－＊＊＊－＊＊＊＊

令和6年能登半島地震

避難所における歯科医療救護

歯科診療所が再開できていない
市町村における仮設歯科診療所

避難所における歯科保健活動（個別）

避難所における歯科保健活動（集団）

災害対策基本法

準備・予防 復旧・復興対応・救護発災

(6) 医療および助産
① 医療

災害発生の日から

14日以内

地域防災計画（含：医療救護計画）

災害救助法

災害対策・対応の法律

南海地震
1946

伊勢湾
台風1959 被災者生活再建支援法

阪神・淡
路大震災
1995

がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、精神疾患５疾病

救急医療、災害時における医療、へき地の医療、周産
期医療、小児救急医療を含む小児医療（その他）、新
興感染症等の感染拡大時における医療

６事業

医療法・・・5疾病・6事業



災害対策基本法

準備・予防 復旧・復興対応・救護発災

(6) 医療および助産
① 医療

災害発生の日から

14日以内

地域防災計画（含：医療救護計画）

災害救助法

災害対策・対応の法律

南海地震
1946

伊勢湾
台風1959 被災者生活再建支援法

阪神・淡
路大震災
1995

がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、精神疾患５疾病

救急医療、災害時における医療、へき地の医療、周産
期医療、小児救急医療を含む小児医療（その他）、新
興感染症等の感染拡大時における医療

６事業

医療法・・・5疾病・6事業

対策
活動

＋

地域保健医療（平常時～災害時～復興期～平常時）

災害時：避難所・福祉避難所における健康支援対策
平常時：医療の届きにくい方への医療の提供（在宅含む）

地域住民への健康づくり活動
学校や施設なども含めた包括的健康づくり支援

災害対策：災害時要配慮者の福祉避難所への避難計画
地域住民への災害時の健康管理の情報提供
事業継続計画（BCP）を含む

地域保健医療（平常時～災害時～復興期～平常時）

災害時：避難所・福祉避難所における健康支援対策
平常時：医療の届きにくい方への医療の提供（在宅含む）

地域住民への健康づくり活動
学校や施設なども含めた包括的健康づくり支援

災害対策：災害時要配慮者の福祉避難所への避難計画
地域住民への災害時の健康管理の情報提供
事業継続計画（BCP）を含む

災害支援対策

災害時アセスメント

災害支援チーム

災害支援対策

災害時アセスメント

災害支援チーム

災害救助法の適用（役割）

市町村 都道府県

救助の実施主体
（基本法5条）

救助の後方支援・
総合調整

（基本法4条）

救助の実施主体
（法2条）

都道府県の補助
（法13条2項）

費用負担なし
（法21条）

費用の最大100分の
50（残りは国負担）

（法21条）

基本法
（救助法
非適用）

救助法

適用

５疾病・６事業および在宅医療

がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、
糖尿病、精神疾患

５疾病

救急医療、災害時における医療、へき地の医療、
周産期医療、小児医療（小児救急医療を含む）、
新興感染症等の感染拡大時における医療

６事業

• 2007年（平成19年）施行の医療法改正にて、医療計画制度の下
で「４疾病５事業」ごとに医療連携体制を構築することとなった

• 2013年度（平成25年度）より、精神疾患と在宅医療を加えた「５
疾病・５事業および在宅医療」へ

• 2024年度（令和6年度）より、「新興感染症等の感染拡大時にお
ける医療」が追加され、 「５疾病・６事業および在宅医療」へ

※ 詳細（発生時期、感染力等）の予測が困難な中、速やかに対応できるよう
予め準備を進めておく点は、災害保健医療と類似 災害救助法の概要（令和７年７月）内閣府政策統括官（防災担当）



災害救助法の概要（令和７年７月）内閣府政策統括官（防災担当） 災害救助法の概要（令和７年７月）内閣府政策統括官（防災担当）

②

①

①

②

災害後の体調不良

直後に多い！
だんだん減ってくる

しばらくたってから
だんだん増えてくる

呼吸器感染症、
胃腸炎等の
急性疾患
（発災〜１ヶ月）

高血圧、腰痛、
皮膚炎、不眠症等の

慢性疾患
（発災後１ヶ月〜）

フェーズ０から保健が必要な人は？

• ライフラインが断たれ、介入が断たれた、
在宅・在施設の要介護者

大規模避
難所

DMAT

医療救
護チーム

保健
師

ボラン
ティア

その他
の支援

小規模避
難所在宅

在宅 施設

福祉
避難
所

大規模避
難所

DMAT

医療救
護チーム

保健
師

ボラン
ティア

その他
の支援

施設



直接死 ＜ 災害関連死

2004年 新潟県中越地震

直接死 16人 ＜ 災害関連死 52人

2016年 平成28年熊本地震

直接死 50人 ＜ 災害関連死 223人

2024年 令和6年能登半島地震

直接死 228人 ＜ 災害関連死417人
（2025年7月末現在）

災害時要配慮者（要援護者）

防災施策において特に配慮を要する方（要配慮者）

高齢者・有病者
身体・知的・精神障害者
乳幼児・妊産婦
外国人
旅行者
等

平成25年6月 災害対策基本法改正

災害発生時の避難等に
特に支援を要する方

避難行動要支援者名簿の
作成を義務付け

避難行動要支援者

災害時要配慮者

令和3年5月 災害対策基本法改正 個別避難計画の作成努力義務

吉田穂波，災害時の母子を支えるために，地域保健 2022.7 P28

災害時要配慮者
＝防災施策において特に配慮を要する方

• 高齢者・有病者

• 身体・知的・精神
障害者

• 乳幼児・妊産婦
• 外国人
• 旅行者
• 等

福祉避難所 直行可能に，読売新聞オンライン 福井， 2023/03/15 05:00

2021年5月の災害対策基本法改正により
市区町村の努力義務に

福祉避難所

個別避難計画

避
難
先
の
福
祉
避
難
所



続発症リスク増大

許容量を超えた避難所で予想される事態

震災後肺炎の
高リスク者

高齢者・要介護者

避難によりADL（日常生
活動作）が低下した人

もともとADLが低下して
いた人

併存疾患（基礎疾患）を
持っている人

低栄養

災害被害が大きい地区
の人

前田圭介，フレイル高齢者には早期に多面的食支援を，地域保健 2017年11月号 P34-37

「災害関連死」をどう防ぐ

地震による精神的ストレスや避難生活での疲労と体調悪化。これらが重なって
起きるのが災害関連死です。
熊本県内では家屋の倒壊などによる直接死が50人、218人が災害関連死でした。

（2021年３月末熊本県調べ
「平成28年６月豪雨」による死者を除く）

https://www.nhk.or.jp/bousai/articles/28182/ 熊本地震８年経験を未来につなぐ, NHK 2024年4月11日

https://www.nhk.or.jp/bousai/articles/28182/

一方、亡くなったのは、多くが70代以上の既往症のある高齢者。その４割近くが
自宅で亡くなっていました。医療支援の手が届かなかったと考えられています。

「精神的ストレスとか肉体的ストレスで体調を悪くされて、元々の病気が悪くなっ
て、それが誘因となって死につながった可能性があります」（医師・笠岡さん）

熊本地震８年経験を未来につなぐ, NHK 2024年4月11日

「規則正しい生活、平時に近い生活を行うことが、健康障害を防止するために
は重要。もともと治療を受けていた病気の薬など中断しないように継続が必要。

また、在宅避難の状況というのは把握しづらい。体調が悪くなったら早めに病
院を受診したり保健師に相談したりしていただきたい」（笠岡さん）

熊本地震８年経験を未来につなぐ, NHK 2024年4月11日https://www.nhk.or.jp/bousai/articles/28182/



避難所 仮設住宅（みなし仮設を含む）

避難所・仮設住宅以外

その他・不明

東日本大震災における災害関連死者の
死亡時における生活環境

山村修，在宅被災者に多発する災害関連死
いのちと健康を守る避難所づくりに活かす18の視点 別冊地域保健
東京法規出版 2018/05/01

避難所

東日本大震災

救急搬送

どこから？

在宅2011

在宅2010

５週間

３週間

避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成等に係る取組状況の調査結果，令和4年6月28日
https://www.soumu.go.jp/main_content/000822486.pdf

地域防災計画に定める
避難行動要支援者名簿掲載者の範囲

身体障害者

要介護認定を受けている者

知的障害者

精神障害者

自ら掲載を希望した者

難病患者
自治会、市区町村長が支援の必要を認めた者

その他

避難行動要支援者 ＜ 避難生活要支援者
災害対応に係る保健医療福祉関係団体連絡会議（会議資料1厚労省） 2025年7月2日



珠洲市

能登町

志賀町 七尾市

穴水町

• 1月18日 県外JDAT派遣開始
• 3月10日 県外JDATは北陸3県に限局
• 3月20日 県外JDAT派遣終了

7チーム

27チーム

23チーム 34チーム

5チーム

23チーム

7チーム

能登北部医療圏における
人口と歯科診療所数

人口高
齢化率人口⻭科

診療所
46％22,00012輪島市
52％12,0005珠洲市
50％14,0005能登町
49％7,0004穴水町

県外ＪＤＡＴの派遣先市町村と
派遣チーム数（128）

1月13日「石川県知事→厚生労働省→

日本歯科医師会」要請

能登北部地域における歯科医療について 令和5年2月3日 石川県健康福祉部

輪島市
（市街地）

輪島市
（町野）

輪島市
（門前）

• 歯科診療車による仮設診療所
（珠洲市、2月4日～4月27日）

• 1.5次避難所巡回歯科保健医
療活動（1月19日～4月20日）

県内ＪＤＡＴによる活動

2024/1/11避難所・介護施設の状況、支援物資を確認

2024/1/17

2024/1/30、門前・町野地区はオンライン参加

地元歯科医師としての保健医療福祉調整会議への参加

2024/1/11 初開催

2024/1/30歯科診療

所再開に向け、ロジ
スティシャンと歯科
診療所への給水の
手配の相談

2024/1/22会議後に
DHEATと打合せ

2024/1/30避難所等

での歯科治療必要者
の地元歯科への申し
送り方法について、
避難所管理担当の日
本赤十字社と相談

歯科診療所再開等に向けた調整

2024/1/17 JDATの配備先などの管理についてDHEATと相談
この時点での情報は電子機器使用困難にて口頭連絡を手書
きしたもの

2024/1/30

自院にてJDATと
打合せ・申送り

2024/1/30

申し送られた
方への往診
（福祉避難所）

2024/2/05

2024/1/17 JDAT先遣隊
地元歯科医師と保健師
と同行

JDAT受け入れに向けた調整

2024/2/13

診療後の時間に地元
歯科医師とDHEATと
で相談し、JDATの配
備先などを継続的に
管理



保健医療活動チーム（DMAT、

日本赤十字社の救護班、
JMAT、国立病院機構の医療
班、AMAT、日本災害歯科支
援チーム（JDAT）、薬剤師

チーム、看護師チーム、保健
師チーム、管理栄養士チー
ム、JDA-DAT、DPAT、JDRAT、
その他）

保健医療福祉活動に係る関
係機関、災害福祉支援ネット
ワーク本部（DWAT本部）

大規模災害時の保健医療 活動に係る体制の整備について

保健所

DHEAT

市町村

避難所

福祉

福祉
民生
主管課

大規模災害時の保健医療福祉活動に係る体制の整備について，令和4年7月22日

福祉

保健医療活動チーム（DMAT、

日本赤十字社の救護班、
JMAT、国立病院機構の医療
班、AMAT、日本災害歯科支
援チーム（JDAT）、薬剤師

チーム、看護師チーム、保健
師チーム、管理栄養士チー
ム、JDA-DAT、DPAT、JDRAT、
その他）

保健医療福祉活動に係る関
係機関、災害福祉支援ネット
ワーク本部（DWAT本部）

大規模災害時の保健医療 活動に係る体制の整備について

保健所

DHEAT

市町村

避難所

福祉

福祉
民生
主管課

大規模災害時の保健医療福祉活動に係る体制の整備について，令和4年7月22日

福祉

ＤＨＥＡＴ 活動理念と役割

• ＤＨＥＡＴの活動理念は「防ぎ得た死と二次健康
被害を最小化すること」、「（被災地が）できる限
り早く通常の生活を取り戻すこと」にあります。

• ＤＨＥＡＴの役割は、被災都道府県庁の保健医
療福祉調整本部及び保健所（保健所支援とし
ての市町村支援を含む。）における指揮調整
（マネジメント）機能の支援です。

DHEAT (災害時健康危機管理支援チーム): Disaster Health Emergency Assistance Team

一定規模以上の災害が発生した際に、被災都道府県庁の保健医療福祉調整本部及び
保健所が担う指揮・総合調整（マネジメント）機能等を支援するため、専門的な研修・訓練
を受けた都道府県等の職員により構成される応援派遣チーム

Ⅴ．活動の実際
２．災害時保健医療福祉活動

1. 医療対策
2. 避難所運営支援
3. 歯科保健医療対策
4. 感染症対策
5. 食支援・栄養指導
6. 生活不活発病対策

7. 車中泊・深部静脈
血栓症（DVT）対策

8. 在宅被災者支援

9. 要配慮者支援（高齢者、
母子、障がい者）

10.こころのケア
11.衛生環境対策
12.食品衛生対策
13.被災動物対策

14.御遺体の取扱いに係る
対応

ＤＨＥＡＴ活動ハンドブック（第２版） 令和５年３月
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000998894.pdf



ＤＨＥＡＴ活動ハンドブック（第２版） 令和５年３月
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000998894.pdf

日本災害歯科支援チーム（ＪＤＡＴ）

活動内容

組織体制

派遣スキーム

ＤＨＥＡＴとの連携事例
ＤＨＥＡＴにお願いしたいこと

ＤＨＥＡＴによるＪＤＡＴの調整の具体的イメージ

災害時の保健医療福祉に関する横断的な支援体制の構築について，
「令和６年度健康危機における保健活動推進会議」令和７年１月21日

災害時の保健医療福祉に関する横断的な支援体制の構築について，
「令和６年度健康危機における保健活動推進会議」令和７年１月21日

トリアージ（仏Triage選別）

• トリアージとは、災害発生時
などに多数の傷病者が発生
した場合に、傷病の緊急度
や重症度に応じて搬送や治
療の優先度を決めること

• 災害時の医療救護において
は、限られた資源（医療者
や医薬品等）を効率的に活
用することが必要

START法トリアージ



生命反応がない、直ちに処
置・搬送をしても助かる見込
みがない（ ≠ 死亡診断）

０黒

直ちに処置・搬送すれば、生
命が助かる見込みがあり、一
刻も早く処置が必要（重傷）

Ⅰ赤

生命に危険は無く、処置・搬
送を数時間、管理下にて待
つことができる（中等症）

Ⅱ黄

外来で処置が可能、もしくは
処置不要で、治療は他所に
回すことも可（軽傷）

Ⅲ緑

効率化 → 優先順位

1

2 

3

4

START法トリアージ

医療資源

傷病者数

供給×需要 ミスマッチ

対策は？
• 効率化
• 医療を↑

• 受診者を↓

医療 供給×需要 ミスマッチ
対策

• 効率化（医療の）
–傷病者のトリアージ
–病院情報の一元化

• 医療を↑
–病院支援（インフラ、資器材、人材、薬剤etc.）
–広域医療搬送

• 受診者を↓
–防災（地域・個人）
–避難所・地域における健康管理

（ラピッド）アセスメント

病気の人や病気にな
りそうな人、その背景
にある課題や問題等
を迅速に把握する

効果的な対応には？

災害時の保健医療福祉に関する横断的な支援体制の構築について，
「令和６年度健康危機における保健活動推進会議」令和７年１月21日



災害時の保健医療福祉に関する横断的な支援体制の構築について，
「令和６年度健康危機における保健活動推進会議」令和７年１月21日

災害時の保健医療福祉に関する横断的な支援体制の構築について，
「令和６年度健康危機における保健活動推進会議」令和７年１月21日

災害時の保健医療福祉に関する横断的な支援体制の構築について，
「令和６年度健康危機における保健活動推進会議」令和７年１月21日

災害時の保健医療福祉に関する横断的な支援体制の構築について，
「令和６年度健康危機における保健活動推進会議」令和７年１月21日



災害時の保健医療福祉に関する横断的な支援体制の構築について，
「令和６年度健康危機における保健活動推進会議」令和７年１月21日

災害時の保健医療福祉に関する横断的な支援体制の構築について，
「令和６年度健康危機における保健活動推進会議」令和７年１月21日 災害時の保健活動推進マニュアル(P.21･22)

Ⅱ 各期における保健活動の概要（風水害・噴火災害編）【表6】

フェーズ２ 応急対策 ー生活の安定ー
（避難所対策が中心の時期



災害時の保健医療福祉に関する横断的な支援体制の構築について，
「令和６年度健康危機における保健活動推進会議」令和７年１月21日

体制・準備

災害対応

災害支援
緊急援助

地域支援
地域防災

直接支援
被災者支援

支援者支援
間接支援

×

→対策・防災

情報

支援

連携

いつもの生活を
取りもどす！

いつもの生活
を続けられる
準備をしよう！



液体 ジェル フォーム

医薬部外品 医薬部外品医薬部外品

うがいの不要な歯みがき剤

＋洗面所

水が不要な口腔ケア用品

少ない水での入れ歯のケア

• 歯ブラシ→やわらかめ
• 歯間ブラシ
• デンタルフロス→糸ようじ
• 義歯用ケース→食品保存
密封容器

• 液体ハミガキ
（5年保存・1回分）

令和4年度厚生労働行政推進調査 http://jsdphd.umin.jp/pdf/22IA2006.nkkk.booklet.4p.pdf

誰にでも
いつでも

健康で幸せに生活する
機会のある社会を

ＪＤＡＴ基礎研修会（2024年度～）

ＪＤＡＴ標準研修会（2018年度～（旧：体制研修会））

ＪＤＡＴアドバンス研修会（2020年度～）

ＪＤＡＴロジスティクス研修会（計画中）
• 各構成団体におけるＪＤＡＴ事務局対象
• 2024年度はロジスティクス基礎研修会をオンライン開催

• 各構成団体よりの推薦者対象
• 東京にて年3回

研修会（2024年度現在）

• ｅラーニング（標準編１時間）による事前研修あり
• 中央開催はオンラインにて年１回、各構成団体よりの推薦者対象
• 地域開催を各構成団体及び傘下団体にて開催可、対象は運営側にて設定可

• ｅラーニングのみ（基礎編２時間３０分）
• どなたでも、いつでも
• ＰＤＦにて修了証発行

厚生労働省補助金災害医療チーム等養成支援事業

https://www.jda.or.jp/dentist/disaster/



約2時間30分 約60分
https://www.jda.or.jp/dentist/disaster/ https://www.lion.co.jp/ja/emergency-care/download.php

https://www.lion.co.jp/ja/emergency-care/ https://www.lion.co.jp/ja/emergency-care/download.php

月刊nico 2018年8月号



2024.05.14 医学界新聞（通常号）：第3561号

https://www.igaku-shoin.co.jp/paper/archive/y2024/3561_02

避難生活が招く「震災関連死リスク」を減らす「口腔ケア」とは？【歯科医が解説】
ダイヤモンド・オンライン 2024.11.28 https://diamond.jp/articles/-/353929

被災地での水不足が
健康リスクを高める

避難所での生活が
フレイル（虚弱）を
加速させる

被災時にも活躍する
オーラルケア用品

【寄稿】能登半島地震による被災者の口腔への影響と，地域で連携した「食べる」支援の継続
2025.04.08 医学界新聞：第3572号，https://www.igaku-shoin.co.jp/paper/archive/y2025/3572_05

図1 災害時の口腔健康管理/口腔機能管理 図2 能登半島地震後に増加した口腔の主訴
公立能登総合病院歯科口腔外科における1月
1日～2月29日の2か月間の受診数。

ライオン歯科材 Dent. File vol.57, 2025May, P9-10 歯科の新常識「災害時の歯科活動」
許可をいただき転載：日本災害時公衆衛生歯科研究会＞ポスター・パンフレット等
https://jsdphd.umin.jp/forcitizens.html



50代の女性を応援するフリーマガジン 「めりぃさん」 https://merry.inc/

2025年6月10日号（歯と口の健康週間に関する特集）
許可をいただき転載：日本災害時公衆衛生歯科研究会＞ポスター・パンフレット等
https://jsdphd.umin.jp/forcitizens.html

一世出版，2015年，
2200円

クインテッセンス出版，
2016年，1980円

医歯薬出版，2014年，3960円

砂書房，2011年，3080円

医歯薬出版，2018年，7200円

医歯薬出版，2021年，3850円

日本歯科衛生士会
協力

動画 5分
１カ月の活動の流れ

動画 10分
組織的間の役割分担や準備

日本災害時公衆衛生歯科研究会
http://jsdphd.umin.jp/

ML登録

2015年6月15日発刊
一世出版

A3判 2000円

歯科医師会・歯科衛生士会、行
政・保健所勤務など、災害時の保
健医療対応に関わる方々どなたで
も、登録お待ちしております！

日本災害時公衆衛生歯科研究会 ML登録係

jsdphd-admin＠umin.net

書籍・研究報告書など

研修会動画・配布資料など

アセスメント票・アクションカード・パンフ・ポスターなど

研修動画・活動動画・研修準備資料など

メーリングリスト
各種書式・パンフレット
研修媒体動画
研修会資料・動画


